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個別調査部会 設置規程 

（目的） 

第１条 この規程は、医療法（昭和２３年法律第２０５号）第６条の１７第１項に規

定されている病院、診療所及び助産所（以下「医療機関」という。）の管理者又は

遺族から調査の依頼のあった医療事故（以下「事案」という。）について行う調査

（以下「センター調査」という。）の適正かつ確実な運営を図るため個別調査部会

を設置して、その任務、構成及び運営に関する必要な事項を定めることを目的とす

る。 

（設置及び任務） 

第２条 医療事故調査・支援事業部（以下「当事業部」という。）が実施するセンター

調査について、調査を実施するために、総合調査委員会の下に個別調査部会（以下

「部会」という。）を設置する。 

（所掌事項） 

第３条 各事案を担当する部会は、当該事案について以下の事項を所掌する。 

(1) 医療事故調査の終了後にセンター調査をする場合における医療機関が行った医

療事故調査の検証を中心に行う調査。 

(2) 医療事故調査終了前にセンター調査をする場合における当該事案の調査に必要

な事項に関する情報の収集及び整理等調査。 

(3) 再発防止策について可能な限り検討すること。

(4) 前 3 号の結果について、報告書案を作成し、総合調査委員会へ提出すること

（構成） 

第４条 部会の構成は、次のとおりとする。 

(1) 医療の専門家であって予め登録を受けたもの

(2) 当該事故の調査に必要な領域の専門家として専務理事が認めたもの

２ 前項各号における委嘱に際して、当該事例の遺族や病院等との間に直接の利害関

係を有するかどうかについての調査を専務理事が行い、直接の利害関係があると認

められる者については、部会員の委嘱を行わない。 

３ 部会員は、総合調査委員会の委員を兼任することはできない。 

４ 部会員は、複数の個別調査部会の部会員を兼任することができる。 

（部会員の選任及び解任） 

第５条 部会員は、専務理事が事案毎に選任し、解任する。 

（部会員の任期） 

第６条 部会員の任期は、当該個別の事例の調査が終了するまでの間とする。 
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（登録期間） 

第７条 第４条第１項第１号の登録の期間は、２年間とする。ただし、再度登録する

ことを妨げない。 

 

（部会長） 

第８条 調査部会に部会長を置く。 

２ 部会長は、部会員の中から専務理事が選定し、解職する。 

３ 部会長は、部会を総理し、部会を代表する。 

４ 部会長が欠けたとき又は事故あるときは、専務理事があらかじめ指名した部会員

がその職務を代理する。 

 

（会議） 

第９条 部会長は、あらかじめ行った日程調整に基づき、部会の発足後可及的速やか

に部会を招集する。 

２  部会長は、部会が必要と認めたときは、部会員以外の者を部会に出席させ、所掌

事項の審議に必要な範囲で発言させることができる。 

３  議事は、部会員全員によることを原則とするが、各部会員は、事前に書面による

意見を部会長に提出することにより、出席にかえることができる。 

４ 部会の審議及び議事録は、非公開とする。 

 

（報告書） 

第 10 条 部会長は、部会の議事をとりまとめ、調査結果報告書案を作成する。 

２ 調査結果報告書案においては、必要な調査を行った結果を可及的明瞭な記載に努

めるものとする。 

３  調査結果報告書案の確定は、部会員の全員一致の議決によることを原則とするが、

意見の一致を見ない場合には、部会長は、多数意見を取りまとめた上で、各部会員

の求めに応じて、補足意見ないし反対意見の記載を行う方法によることができる。 

４  部会長は、調査結果報告書案の確定後、調査結果報告書案をすみやかに総合調査

委員会へ提出する。 

５  部会長は、医療機関又は遺族から調査結果報告書案に関する質問等があった場合、

調査部会においてその回答が必要と判断されたときのみ、２週間以内に書面をもっ

て回答するものとする。 

 

（情報開示） 

第 11 条 調査部会が調査結果報告書案を取りまとめるために作成した資料並びに遺

族及び病院等から提出された資料（以下総称して「調査関係資料」という。）につ

いては、開示しない。 

２  調査結果報告書案の開示については、開示しない。 
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（情報管理） 

第 12 条 調査関系資料は、調査の実施に必要な情報とし、調査以外の目的には使用し

ないものとする。 

２  部会員は、調査を行う際に知り得た情報を、第三者に漏洩してはならない。この

義務は、調査終了後も同様とする。 

 

（庶務） 

第 13 条 調査部会の庶務は、医療事故調査・支援センター事業部調査班において処理

する。 

２ 部会員への謝金は別途、業務経費取扱規程で定める。 

 

（雑則） 

第 14 条 本規程に定めるもののほか、部会の運営等に関し、必要な事項は、担当理事

が別に定める。 

 

 

   附 則（平成２７年８月３日理事会決議） 

この規程は、平成２７年８月１７日から施行する。 

 

 

  


